
川崎市丸子橋河川敷のにぎわい創出に向けた新たな利活用事業 

基本協定書（案） 

 

 

川崎市多摩川丸子橋河川敷のにぎわい創出に向けた新たな利活用事業（以下、「本事業」という。）の

実施に関して、川崎市（以下、「甲」という。）と●●●（以下、「乙」という。）との間で、次のとおり

基本協定（以下、「本協定」という。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、乙が本事業を実施するために、第２条の規定に基づき甲との間で本事業に関する施

設使用契約（以下、「施設使用契約」という。）を締結させること、その他本事業の円滑な実施に必要

な諸手続きを定めることを目的とする。 

 

（施設使用契約の締結） 

第２条 甲及び乙は、本事業に関して令和５年１０月３１日に公表された川崎市多摩川丸子橋河川敷の

びぎわい創出に向けた新たな利活用事業募集要項及び関連資料（その後提出締め切りまでに公表され

た修正や質問書の回答等を含む。以下、「募集要項等」という。）において提示された条件及び乙が令

和●年●月●日付で提出した本事業の実施に係る提案書類一式（以下、「提案書等」という。）に基づ

き、甲と乙の間において円滑な各年度の施設使用契約の締結に向けてそれぞれ最大限の努力をする。 

２ 甲及び乙は、第７条の規定に基づく本協定の有効期間の最終年度を除く毎年３月１５日（土、日、

祝日の場合は直前の川崎市役所開庁日）を目途として翌年度分の施設使用契約を締結する。 

 

（準備行為） 

第３条 乙は施設使用契約の締結前であっても、自己の費用と責任において、本事業の実施に関して必

要な準備行為をなすことができるものとし、甲は、必要かつ可能な範囲で乙に対して協力するものと

する。 

 

（施設使用契約の不成立） 

第４条 甲及び乙のいずれの責めにも帰すことのできない事由により甲と乙が施設使用契約の締結に

至らなかった場合には、既に甲と乙が本事業の準備に関して支出した費用は、各自が負担し、相互に

債権関係の生じないことを確認する。 

 

（秘密保持） 

第５条 甲と乙は、本事業または本協定に関する事項につき、相手方の同意を得ずして第三者に開示し

ないこと及び本協定の目的以外に使用しないことを確認する。ただし、裁判所により開示が命ぜられ

た場合、当事者の弁護士とその他本事業の協力者に開示する場合、乙が本事業に関する資金調達に必

要として開示する場合及び甲が行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成 11年法律第 42号）

等に基づき開示する場合は、この限りではない。 



（協定の変更） 

第６条 本協定は、甲と乙の書面での合意による場合にのみ、変更することができる。 

 

（協定の有効期間） 

第７条 本協定の有効期間は、本協定締結の日から令和９年３月３１日までとする。ただし、施設使用

契約の締結に至らなかった場合、または施設使用契約に基づく事項により施設使用契約を解除する場

合は、甲が乙に通知した日までとする。本協定の有効期間の終了にかかわらず、第４条、第５条及び

第８条の規定の効力は存続する。 

 

（準拠法及び裁判管轄） 

第８条 本基本協定は、日本国の法令に従って解釈されるものとし、本基本協定に関する一切の紛争に

関する裁判の第一審の専属的合意管轄裁判所は、横浜地方裁判所とする。 

 

（協議） 

第９条 本協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、必要に応じて甲と乙の間で協議し

て定める。 

 

 

令和●●年●●月●●日 

甲  川崎市川崎区宮本町１番地 

川崎市 

川 崎 市 長  福 田 紀 彦 

 

 

乙  ●●●●●●●●● 

●●●● 

●●●●●● 


